
介護が必要になったら、どのくらいお金がかかる？ どこに相談
すればいい？ そんな疑問に答える、知って役立つ介護と年金
のあれこれをご紹介します。 監修／社会保険労務士 望月厚子

　高齢者の介護を社会全体で支え合う制度で、65歳以上
の人が要介護（要支援）と認定されると、少ない自己負担額
で介護サービスを受けることができます。40歳以上65歳
未満でも、加齢に伴う特定の病気で要介護（要支援）と認定
されると、サービスを利用できます。

●介護保険とは

　介護・福祉・健康・医療などの支援が受けられる総合機関
です。介護について悩み事があったら、まずはここで相談を。
相談は無料です。介護認定を受ける手続きや地域の介護事
業所などについて教えてもらえます。高齢者本人はもちろん、
家族や地域住民などからの相談も受け付けています。

●地域包括支援センターとは

　生命保険文化センターの調査（平成27年度）によると、平
均的な介護費用は月額7.9万円。要介護度１でも5.63万
円、要介護度５になると11.25万円かかっています。しか
も介護期間は平均で４年11か月と長期にわたっています。
　一方、シニア世代の主な収入源である年金は、老齢基
礎年金が満額受給できたとして１人当たり月６万4,941円
（平成30年度分）。会社勤めの経験があれば、老齢厚生
年金がプラスされますが、少々心もとない数字です。介護
についてどんな制度があるか、また、おおよその費用につ
いても把握しておくと安心です。

●介護に必要なお金って、どのくらい？

もし家族が要介護になったら…… 介護が必要になったら、どこに相談すればいい？

介護と年金

※��公益財団法人 生命保険文化センター「生命保険に関する全国実態調査」／平成27年度

※�要介護度は、介護サービスの必要度に応じて、軽いものから順に要支
援１～２、要介護１～５に認定されます。

両親も高齢になってきたし、
介護が必要になったときの
ことが心配ね

介護の費用って、
どのくらいかかる
かも気になるね

国民年金のみだと、
満額分よりも高くつくことも
あるんですよ

わたくし、みなさんがお留守の
とき、ずっと勉強していたんです

今からいろいろ
備えておいたほうが

よさそうだな

ある調査※によると、
平均的な介護期間は約５年、
介護費用は月約８万円ですよ

介護が必要になったら、
どこに相談すれば
いいのかしら？

家族が入院したり、健康でも
生活に支障が出始めたら、
まずはその方がお住まいの
地域にある

『地域包括支援センター』に
相談してみてください

自治体が設置しているもので、
介護保険を使って介護サービス
などを受けるために必要な
手続きがわかりますよ。
電話相談もOK！

地域包括支援センター？

介護が必要になったら？

年金との関係は？

知っておきたい
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・�介護保険は、介護保険料と税金で運営されています。
・�介護保険料は、40歳以上の人が納めることになってい
て、年金受給者や要介護認定を受けた人も例外ではあ
りません。
・�64歳までは、健康保険の保険料といっしょに納めます。
・�65歳以上で年間18万円以上の年金を受給している人
は、原則として年金から天引きされます。

おもに次のようなものがあります。
・�自宅の介護環境を整える／バ
リアフリー工事の費用補助、福
祉用具のレンタルなど
・�自宅に来てもらう／介護、看護、
入浴介護、リハビリなど
・�施設に通う／デイケア、デイ
サービス、ショートステイ、小
規模多機能型居宅介護など
・�施設に入所する／特別
養護老人ホーム、介護
老人保健施設など

●介護保険料は年金受給者も納めます

・�介護保険を利用して、少ない自己負担額でサービスを
利用するには、上限（支給限度額）があります。そして
その上限額は、要介護度によって異なり、要介護度が重
いほどアップします。
・�上限額を超えて介護サービスを利用した場合、超えた分
は全額自己負担になります。

●要介護度によって上限額が違います

　介護サービスを利用した場合、自分が払うのは、その費
用の一部ですみます。自己負担割合は、2018年８月か
ら年金などの所得に応じて１～３割になっています。

　年金額が少ないと、自己負担が１割でも介護費がかさま
ないか心配かもしれません。でも、介護保険の利用者負担
については軽減制度があります。たとえば介護サービスの
利用者負担が高額になった場合、本人の所得に応じて、月
あたりの自己負担額が一定額を超えると、申請すればお金
が一部戻ってくる制度があります。また、介護保険と医療
（健康）保険の利用負担の合計（年額）が一定額を超えたら、
申請により超えた分が戻ってくる「高額医療・高額介護合算
制度」もあります。高齢者に関するさまざまな相談を受け
ている地域包括支援センターで相談してみましょう。

●自己負担割合は
年金その他の所得によって変化

●介護費用の軽減策を利用して

介護保険で利用できるサービス

そもそも介護保険料って、
いつまで払うものなのかしら？

40歳以上の人は、
日本国内に住んでいるあいだ
ずっと払います。
年金受給者になれば、原則年金
から差し引かれるようになります

一定額を超えると、
高額介護サービス費の適用で、
払い戻しが受けられますよ。
また、確定申告の医療費控除
の対象になるものも。

制度をしっかり
活用してくださいね

いざ介護が始まって、
介護の自己負担額が
かさんだらどうすればいい？

ココが知りたい！ 年金と介護
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　国民年金に加入している場合、月々の国民年金保険料に
400円の付加保険料を上乗せして納めると、将来受け取る老
齢基礎年金に「付加年金」がプラスされます。
　増える年金額は、年額200円×付加保険料の納付済月数。
申し込みは市区町村役場で行います。国民年金基金の加入
者は利用できません。
例：付加保険料を５年間（60か月）納めた場合

納める付加保険料…400円×60か月＝2万4,000円
受け取る付加年金…200円×60か月＝1万2,000円

　１万2,000円が１年間の老齢基礎年金受給額に一生プラ
スされます。３年目からはもらえる金額が納めた金額を上回
るので、ぜひ活用したい制度です。

●月400円納付の「付加年金」で年金額アップ

　国民年金保険料の未納期間や免除期間があると、将来、老
齢基礎年金が満額もらえません。ただし、そうした人のため
の救済策があります。

　国民年金保険料は、まとめて前納すると割引きされます。
６か月分前納、１年分前納、２年分前納があり、まとめる期間
が長いほど、そして口座振替にすると割引額がアップします。

●保険料納め忘れのある人には
年金額アップの救済策も

●国民年金保険料を２年前納すれば
１万5,650円おトク

※��カッコ内は毎月納付の場合と比較した割引額を２年分に換算したものです。
　次年度の保険料によっては納付額、割引額が上下します。

２年分前納 １年分前納 ６か月分前納

37万7,350円
（計1万5,650円割引）

19万1,970円×2回
（計8,220円割引）

9万6,930円×4回
（計4,440円割引）

口座振替による２年分の保険料額と割引額（平成30年度分の場合）

●保険料の未納（納め忘れ）期間がある
→�原則として２年までさかのぼって保険料
を納めること（後納）ができます。

●手続きをして保険料を
免除されていた
→�10年までさかのぼっ
て免除されていた保
険料を納めること（追
納）ができます。

●後納・追納できない
未納期間・免除期間がある
→�60歳以上65歳未満のあ
いだに、「任意加入」をして、
国民年金保険料を納め、満
額に近づけることができます。

節約して、老後の
お金を貯金することも
考えないとね

あとは、手持ちのお金を
どうやって増やすか…。
定年後も働くことを
考えようかな

ＪＡに相談してね！

介護が必要になった時に備え

年金額のアップ策も要チェック！
将来、自分たちの介護費を
どうするかも
考えなきゃいけないね

まずは、公的年金をきちんと
もらいましょう！ 保険料の納め忘れや
手続き漏れなどで、年金記録に
空白期間がないか、ねんきん定期便や
ねんきんネットで確認を。
年金事務所の
窓口でも確認できますよ

後納、追納、任意加入などで、
老齢基礎年金を満額に
近づけるようにしましょう

付加年金で年金額を
増やすことができます。
国民年金保険料を
２年前納すれば、
保険料が安くなることも
見逃せませんよ

空白期間があったら
どうすればいい？

ほかに工夫できる
ことあるかな？
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